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研究について (Think globally, act locally!)

教育・研究を通じた人材の育成

環境・資源・エネルギーを中心として、包括的な視点から持続可能
な社会づくりを論じることができる人材の育成を目指します。

住民

都市
自治会、ボランティア
等の任意組織

産業

①どのような環境問題、資源・エネ
ルギー問題を抱えているか？

【講義】地域環境資源論(2年)

技術、制度等

②技術、制度等をどのような方法で
都市に導入していけば効果的か？

【講義】環境システム設計論(2年)

③技術、制度等を導入するために、利害関係者
をどのように巻き込んでいけばいいか？

【講義】合意形成プロセス論(3年)

④卒業研究を通じて、研究に対する知識を深めながら、社会で役立つビジネススキルを
身につける

【講義】環境形成科学調査法(3年)、卒業研究(4年)

OB・OGの主な就職先・進学先
【民間】(株)アイシン・コラボ、ヴェオリア・ジェネッツ(株) 、大阪ガス(株)、四国放送(株) 、シン・エナジー(株) 、
(株)日鉄ケミカル&マテリアル、富士通(株) 、ハリマ化成(株)、日立グローバルソリューションズ(株)など

【公務員】林野庁、近畿財務局、近畿経済産業局、兵庫県庁

【進学】京都大学大学院地球環境学堂・学舎

都市は私たちの生活の基盤です。しかし、都市の維持には多くの資源やエネルギーが必要であり、これが結果として資源の枯渇や地域・

地球規模での環境問題の発生に繋がっています。これらの問題解決には、地域での取り組みが欠かせません。本研究室では、都市を

システムとして捉え、特に資源・エネルギーの視点から、環境と共生していける持続可能な都市を構築することを目指した研究をしています。

ピックアップ研究

<日本を対象とした研究>

<日本含む国際を対象とした研究>

【資源管理関係】
• 日本の環境政策は本当に効果があるか？

• シェアリング(音楽・映像配信など)は資源
消費の抑制につながっているか？

• 都市と農村を有機的に結びつける循環型
の農業システムを構築できるか？

【再エネ関係】

• 高齢化の増加は、ごみ処理にどのような
環境的・経済的影響を及ぼすか？

• 地域の経済性、雇用、住民満足度を向上
させる再エネの使い方は？

• 日本と欧州では、再エネ(特に熱)の使い方に
どのような特徴があるか？

【防災関係】

• 災害廃棄物の処理を迅速かつ環境的・
経済的に行うためにはどうしたらいいか？

• 地域防災を進めるために、地域の自助・共
助の能力をどのように高めればいいか？

【消費者行動・ライフスタイル関係】

• 我々が銀行に預けたお金から、どれだけ
の環境負荷が発生するか？

• 環境負荷削減のための行動は、本当に
正しいといえるのか？

• 大学生の日常行動から、どれだけの環境
負荷が発生するか？

• 昔と今の若者のライフスタイルの違いが、
環境負荷にどう影響しているか？

こんな研究をやっています

太陽光発電の推進が自然生態系に与える影響の分析

森林・荒れ地等を改変した発電所の設置のプラスの影響／マイナスの影響を統合的に評価する

消費者行動やライフスタイルが環境に及ぼす影響の把握

モノ消費からコト消費への転換は、必ずしも
CO2排出量の削減につながらない
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災害に強いまちづくりの構築に関する提案

都市
(大都市、
地方都市、
農村・・・)

労働学び

余暇・娯楽 健康・福祉

暮らし

資源

廃棄物

化石燃料

地球温暖化

電力・熱・燃料

再生可能
エネルギー

リサイクル

インフラ・製品

シェアリング

現状の姿、将来あるべき姿の
提示、改善策・方法論の提案

持続可能な都市

都市が抱える諸問題
・・・人口減少、高齢化、
経済活性化など

外生変数
・・・既知・未知の技術、
制度、住民意識など

システムアプローチ
• 物質収支
• 環境影響評価

(ライフサイクルアセスメント)

• エネルギー評価
• 経済的・社会的評価

(アンケート調査、統計解析、
テキストマイニングなど)

資源の枯渇 資源の枯渇

災害廃棄物の発生源は建物や家財。耐震固定や空き家・不要物の撤去により、被害を抑制できる
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森林等の土地改変を伴う発電所の設置
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• 地球温暖化の緩和

• 経済的利益
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○kg/m2

ポジティブな効果○円

ネガティブな効果○円
P/N比

LIME2統合化係数
円/※

LIME2統合化係数
円/※

0

50

100

150

200

250

300

350

モノ消費関連支出 コト消費関連支出 モノ消費関連支出 コト消費関連支出

単身世帯 二人以上世帯

間
接
C
O
2
排
出
量
[k
g-
C
O
2
/
世
帯
] 1989年

2004年

2014年

家財由来の災害
廃棄物発生量 [t]家財由来の廃棄物発生量[t]

1,500 - 3,000
1,000 - 1,500

500 - 1,000
100 - 500

0 - 100

1,500 ‒ 3,000

1,000 ‒ 1,500

500 ‒ 1,000

100 ‒ 500

0 ‒ 100家財由来の廃棄物発生量[t]

1,500 - 3,000
1,000 - 1,500

500 - 1,000
100 - 500

0 - 100

高齢者のみ世帯の災害廃棄物の割合

0.5 - 1.56
0.3 - 0.5
0.2 - 0.3
0.1 - 0.2
0  - 0.1

家財由来の廃棄物発生量[t]

1,500 - 3,000
1,000 - 1,500

500 - 1,000
100 - 500

0 - 100

高齢者のみ世帯の
災害廃棄物発生量
の割合高齢者のみ世帯の災害廃棄物の割合

0.5 - 1.56
0.3 - 0.5
0.2 - 0.3
0.1 - 0.2
0  - 0.1

家財由来の廃棄物発生量[t]

1,500 - 3,000
1,000 - 1,500

500 - 1,000
100 - 500

0 - 100

50% ‒ 100%

30% ‒ 50%

20% ‒ 50%

10% ‒ 20%

0% ‒ 10%

災害廃棄物発生量
(500mメッシュ)

高齢者のみ世帯の災害
廃棄物発生量の割合
(500mメッシュ)

• 高齢者のみ世帯の保有家財のうち、転倒防止
措置されている家財の割合は平均で35.4%

家財所有量：626千t

災害廃棄物発生量：430千t
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•災害廃棄物と関係
ない便乗ごみの発生

•発生量の増加、仮置
場の逼迫、処理への
悪影響などの発生日常的に使用しないものを

廃棄しない理由(N=220)


